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世界経済危機を「東アジア共同体」の設立に活かせ

谷口誠

１　危機の背景

（1） 今回の危機は現在の資本主義経済があまりにも米国型の市場経済至上主義に陥り、さらに金融資本が極端な形で支配する体制を進めてきた結果、起こりうるべくして起こったものである。

（2） 今回の危機と1929年に始まった1930年代の米国発の経済恐慌との比較

同じく金融危機から発したものではあるが、今回の危機はグローバル化時代に起きた危機であり、米国発の危機の伝播のスピードは1930年代とは比較にならないほど早く、その影響は世界的規模に及んでいる。
2 オバマ新政権の対応
（1）オバマ政権の第2ニューディール政策は成功するか

　　7,870億ドルの大規模公共投資　－環境、医療、教育など
（2）オバマ大統領は、米国型資本主義の原点ともいうべきウォール・ストリートの投資家マインドを変えることができるか。

（3）今回の危機は米国一国では解決できない。国際協力の必要性

3 求められる新しい世界経済秩序

（1） ブレトン・ウッズ体制、特にIMFの改革は可能か

（2） IMFの限界

（3） 米国の一極支配からの脱却　－G8体制、G20体制の強化

（4） BIS（Bank for International Settlements　－国際決済銀行）の機能強化

4 今次世界経済危機のアジア経済への影響は大きい

（1） 金融危機の第１波　－比較的軽かった

（2） 金融危機の第2波　－実体経済への影響は大きい

1 日本　－2008年度成長率マイナス1.8%、2009年度マイナス2.0%
2008年10～12月期の実質国内総生産（GDP）は、前期比マイナス3.3%、年換算率ではマイナス12.7%と主要先進国の中で最も急激な落ち込みを示した。
2 中国  －2008年度の実質成長率は9%と6年ぶりで10%を割った。2009年度は目標成長率を8%としていたが、6%台に低下するものと見られる。
3 韓国　－2009年度の経済成長率を3%と見通していたが、本年1月のIMFによる見通しは、マイナス4%となっている。
5 あまりにも米国経済に依存し、危機意識のなかったアジア
（1） アジア主要国の輸出依存度（輸出額／GDP）は高い（2007年度）

　　　　中国　　　　　37%　　　　シンガポール　185%

　　　　韓国　　　　　39%　　　　タイ　　　　　 62%

　　　　インドネシア　30%　　　　ベトナム　　　 65%

　　　　マレーシア　　98%　　　　日本　　　　　 16%

　　　　フィリピン　　48%　　　　インド　　　　 13%

（2） 米国市場への輸出依存度
日本　　　　  20.4%　　　　タイ　　　　 　12.6%

　　　　中国　　　　　19.1%　　　　ベトナム　　　 22.4%

　　　　マレーシア　　15.6%　　　　カンボディア　 60.1%

　　　　フィリピン　　13.0%　　　　インド　　　　 15.0%

　　　　パキスタン　　20.0%
（3） アジア各国の外貨準備高
中国　　　　1兆9,000億ドル

日本　　　　1兆　300億ドル

インド　　　　　2,500億ドル

韓国　　　　　　2,000億ドル

シンガポール　　1,656億ドル

海外からの米国国債への全投資額の約半分がアジアからの投資により占められている。特に、中国がその外貨準備高の21.5%を、日本が19.2%を米国国債に当てている。
（4） 今次経済危機においては、輸出依存度の高い国、特に米国市場への依存度の高い国ほど影響を受ける傾向が見られる。
（5） アジアの場合、輸出で稼いだ多額の外貨を、米国国債をはじめ米国金融市場に投資している国が多く、そのため米国経済が悪化すれば、実体経済への影響はさらに大きくする危険性がある。
（6） 今回の米国発の金融危機は、アジア各国の米国市場への依存体質への強い警告

6 今回の危機は「アジア共同体」への突破口となりうるか
（1）1997年のアジア通貨危機は「東アジア共同体」構想のきっかけであった

（2）今回の危機も米国発の金融危機がきっかけとなっているが、前回の危機よりもより複雑であり、世界的規模にわたっており、その影響は極めて深刻である。
（3）今度こそアジア各国は真剣に危機として受けとめ、本格的に「東アジア共同体」の構築に取り組むべき。
7　「東アジア共同体」の実現に向けて日本のとるべき戦略

（1） 日本の新しいアジア外交の確立
1 対米一辺倒の外交から、より自主的外交へ

2 対米外交と対アジア外交とのバランス

3 「東アジア共同体」成立を視野に入れたアジア外交

（2） 大国化する中国といかにつき合うか

1 日中経済関係強化

2 戦略的互恵関係の具体化

3 アジア的価値観の育成

4 変化する日米中の三角関係への対応
（3） 日本は「東アジア共同体」成立に向けてリーダーシップをとるべき
8　経済危機を乗り越え、「東アジア共同体」へ
（1）「東アジア共同体」の原点に立ち戻れ　－「アジア通貨基金」の再構築

（2）「アジア債券市場」の育成

（3）「アジア投資銀行」の設立

（4）アジア共通通貨バスケット制度の設立
（5）アジア経済の内需拡大と「東アジア共同体」
9 新しい世界経済秩序の構築に向けて
（1） アジアが共同体意識を持ち、共同体構築に向け前進するならば、アジアは規模の大きい域内の内需拡大のチャンスを活かして経済を活性化し、いち早く経済回復の軌道に乗ることが出来るであろう。
（2） 「東アジア共同体」の結成は、グローバル化時代におけるアジアのアイデンティティを高め、アジアの発言力を高める。
（3） これによりアジアは、欧州、北米と共に世界経済の三極構造の一翼を担うことができる。
（4） アジアは、経済危機後の世界が求める、よりバランスのとれた新しい経済秩序の構築に、大きく貢献できると確信している。
